
（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 北海道新篠津村平成22年度

経常収支比率の分析
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市 町 村 類 型
( 年 度 毎 )

H18  Ⅰ－０ H19  Ⅰ－０ H20  Ⅰ－０
H21  Ⅰ－０ H22  Ⅰ－０

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の
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※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

人件費 類似団体内順位
31/123

全国平均
25.1

北海道平均
22.6

人件費の分析欄

組織の簡素化を図るため、平成１８年度に村長部局の４課組織を３課へ統

合整理を行い、人員抑制に対応した組織構築を図っており、平成２０年度以

降は、類似団体平均値より低い数値を示している。

今後も、効率的な行政組織の体制整備を図るとともに、国家公務員や他の

地方自治体の状況を踏まえ、給与の適正化に努める。
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物件費 類似団体内順位
54/123

全国平均
12.8

北海道平均
10.9

物件費の分析欄

物件費に係る経常収支比率については、近年、類似団体平均と比較してやや

低い数値を示している。
歳出については、人件費抑制策として管理運営等の委託化が進められる中で、

委託費の上昇が見込まれるが、効率的かつ効果的な業務委託を行い、できる限
りコストの削減化を図る。
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扶助費 類似団体内順位
89/123

全国平均
10.4

北海道平均
9.6

扶助費の分析欄

近年類似団体平均より高い状況が続いているが、要因として本村の高齢化率

の上昇（H22国勢調査65歳以上人口割合 30.0%）による、障害者支援費の増加

が挙げられるが、高齢化率の進行により、今後も近年同様の比率で推移するも

のと考えられる。
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その他 類似団体内順位
82/123

全国平均
11.8

北海道平均
11.6

その他の分析欄

その他に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、国民健康保

険事業、後期高齢者医療保険事業及び介護保険事業への繰出金であり、高齢

化などによる各保険事業の給付等の増加が主な要因となっている。
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補助費等 類似団体内順位
83/123

全国平均
10.1

北海道平均
11.6

補助費等の分析欄

補助費等に係る経常収支比率が類似団体を上回っているのは、一部事務組合

である消防事務組合への負担金が施設整備に伴い増加したことが主な要因と

なっている。また、備荒資金への積立金も補助費等にて計上されている。

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

27.4

2.1

11.8

12.011.611.711.6

H22H21H20H19H18

12.7

8.29.28.67.9

公債費 類似団体内順位
97/123

全国平均
19.0

北海道平均
21.2

公債費の分析欄

近年の公債費比率は類似団体平均と比較して高い状況が続いているが、
過疎地域指定の解除により、平成１６年度をもって過疎債の借入が終了した
ことで新規地方債発行額が抑制され、借入金の減少と地方債償還が進んで
いる状況にある。
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公債費以外 類似団体内順位
62/123

全国平均
70.2

北海道平均
66.3

公債費以外の分析欄

公債費を除く経常収支比率は、類似団体平均とほぼ同率となっているが、今後

も、計画的な財政運営を図り、経常経費の縮減に努める。
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